
第１５６期　決 算 公 告

２０２２年６月２９日

貸借対照表(２０２２年３月３１日現在)
　　　（単位：百万円）

科       　　 目

（ 資 産 の 部 ）

390,887 1,800,519

現 金 12,656 98,768

預 け 金 378,230 1,028,999

358,417 13,158

国 債 1,979 4,636

地 方 債 125,840 623,280

社 債 145,880 18,870

株 式 5,428 12,805

そ の 他 の 証 券 79,289 118,400

1,622,547 100,000

割 引 手 形 9,479 260,700

手 形 貸 付 76,937 260,700

証 書 貸 付 1,423,817 29

当 座 貸 越 112,313 29

1,605 8,216

外 国 他 店 預 け 1,572 266

取 立 外 国 為 替 33 988

16,281 853

前 払 費 用 1,154 1

未 収 収 益 2,131 56

金 融 派 生 商 品 7 6,050

そ の 他 の 資 産 12,987 481

26,561 10

建 物 6,043 43

土 地 18,393 515

建 設 仮 勘 定 5 1,500

そ の 他の 有 形 固 定資 産 2,119 2,554

3,290 1,615

ソ フ ト ウ ェ ア 3,188 2,294,585

そ の 他の 無 形 固 定資 産 102

2,307 38,300

7,485 24,600

1,615 24,600

△ 22,558 41,554

1,904

39,650

繰 越 利 益 剰 余 金 39,650

104,454

3,735

5,668

9,403

113,857

2,408,443 2,408,443

コ ー ル マ ネ ー

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

未 払 外 国 為 替

偶 発 損 失 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

譲 渡 性 預 金

借 用 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

借 入 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 収 益

給 付 補 填 備 金

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 負 債

支 払 承 諾 見 返

株 式 報 酬 引 当 金

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 準 備 金

役 員 賞 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

現 金 預 け 金

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

金　　　　　額 金　　　　　額科       　　 目

（ 負 債 の 部 ）

預 金

資 産 の 部 合 計

利 益 準 備 金

株 主 資 本 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
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株式会社　東日本銀行

（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 　

35,085

23,356
貸 出 金 利 息 20,284
有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,730
コ ー ル ロ ー ン 利 息 △ 1
預 け 金 利 息 342
そ の 他 の 受 入 利 息 0

4,192
受 入 為 替 手 数 料 764
そ の 他 の 役 務 収 益 3,427

1,064
外 国 為 替 売 買 益 29
国 債 等 債 券 売 却 益 1,034

6,472
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,672
償 却 債 権 取 立 益 14
株 式 等 売 却 益 1,631
そ の 他 の 経 常 収 益 153

23,240

209
預 金 利 息 183
譲 渡 性 預 金 利 息 10
コ ー ル マ ネ ー 利 息 △ 5
そ の 他 の 支 払 利 息 21

1,205
支 払 為 替 手 数 料 112
そ の 他 の 役 務 費 用 1,092

371
国 債 等 債 券 売 却 損 150
国 債 等 債 券 償 還 損 206
国 債 等 債 券 償 却 13

19,977

1,477
株 式 等 売 却 損 539
そ の 他 の 経 常 費 用 937

11,844

29
固 定 資 産 処 分 益 29

540
固 定 資 産 処 分 損 290
減 損 損 失 250

11,333

△ 261

3,169

2,907

8,425

金　　　　　額

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 経 費

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

法 人 税 等 合 計

そ の 他 業 務 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

特 別 利 益

損益計算書（
２０２１年　４月  １日から
２０２２年　３月３１日まで ）



株式会社 東日本銀行 

 

 

個 別 注 記 表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時

価法(売却原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による

原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物    ３年～ 47 年 

その他   ２年～ 20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリ

ース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却することとして

おります。 

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次

のとおり計上しております。 

破綻先：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者 

実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者 

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者 

要管理先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件

緩和債権）である債務者 

要注意先：貸出条件や返済履行状況に問題のある債務者、業況が低調又は不安定な債務者な

ど、今後の管理に注意を要する債務者 



株式会社 東日本銀行 

 

正常先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者 

① 破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、帳簿価額から、担保の処分可 

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

② 破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回 

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権に 

ついては、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿 

価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)により計上してお 

ります。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッシュ・フロー見積法によ 

り計上しており、経営改善計画等の期間内にあって一定の要件に該当する債務者に係 

る債権については、引き続きキャッシュ・フロー見積法により計上することとしてお 

ります。 

③ ②以外の破綻懸念先に係る債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上 

しております。予想損失額は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収 

可能見込額を控除した残額に対して、過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に 

基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

④ 上記以外の債権のうち、要管理先については今後３年間、正常先及び要注意先につい 

ては今後 1年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、債権額に 

対して、主として過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、 

これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（４）株式報酬引当金 

株式報酬引当金は、取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に

対する報酬の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上して

おります。 

（５）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当事業年度末においては、信託

財産及び年金資産の合計額が退職給付債務を一時的に超過したため当該差額を前払年金費用に

計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数

理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 
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過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額

法により損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益 

処理 

（追加情報） 

当行は、2021 年７月に同年 10月１日を実施日とする退職金・年金制度の改定を行ってお

り、これに伴い、退職給付債務が減少し、過去勤務費用 3,042 百万円が発生しております。 

（６）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（７）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した融資について、将来発生す

る可能性がある負担金支払の見込額を計上しております。 

６. ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指

針第 24 号。 以下、「業種別委員会実務指針第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジによるこ

ととしております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピ

ングのうえ特定し評価することとしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

委員会実務指針第 25 号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価

の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う資金関連ス

ワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価することと

しております。 

７. 連結納税制度の適用 

当行は、当事業年度より、株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループを連結納税親会社と

して連結納税制度を適用しております。 
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重要な会計上の見積り 

 会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

貸倒引当金  22,558 百万円 

 貸倒引当金の金額の算出方法等は、「重要な会計方針」の「５．引当金の計上基準」の「（１）貸倒引当

金」に記載のとおりであり、計上にあたって、以下のような主要な仮定を用いております。 

 ・債務者の実態評価、経営改善計画等に基づく債務者区分の判定における貸出先の将来見込み 

 ・過去の処分実績等に基づく不動産等担保の今後の処分可能見込額の見通し 

 ・予想損失額の算定に際して、過去平均値に基づく損失率に加える必要な修正において考慮する過去実

績の趨勢等に基づく将来見込み等 

 これらの仮定は、将来の不確実な経済状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、仮定と実績 

との間に重要な差異が生じた場合には、翌事業年度の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額等の金額に重要 

な影響を与える可能性があります。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、当面の間影響は継続するものの徐々に収

束に向かうものと仮定しております。一部の貸出先については経済活動の停滞が続くことによる業績や

資金繰りの悪化等に伴い貸倒等の損失が発生するものと見込まれますが、可能な限り詳細に最新の情報

を収集することにより、将来見込みを織り込んで債務者区分の判定を行い、貸倒引当金を算定しておりま

す。なお、この新型コロナウイルス感染症拡大による影響についての仮定は不確実性を有しており、個人

消費の低迷や生産活動の停滞等の影響を受け貸出先の業績悪化が入手可能な直近の情報による想定を超

えた場合には、予想損失額を上回る貸倒等の損失が発生する可能性があります。 

 

追加情報 

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用） 

当行は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報

告第 39 号）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28 号）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に

基づいております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

１.  関係会社の株式総額                1,010 百万円 

２.  無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券のうち、売却または担保という方法で自由 

に処分できる権利を有する有価証券で、担保に差し入れている有価証券は 97,876 百万円でありま

す。 

３.  銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりでありま 

す。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又

は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第

２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている

場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額      20,377 百万円 

危険債権額                   52,712 百万円 

三月以上延滞債権額                 28 百万円 

貸出条件緩和債権額               12,378 百万円 

合計額                     85,496 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものでありま

す。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（令和２年１月 24 日 内閣府令第３号）が 2022

年３月 31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再

生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

４.  手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これに 

より受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は 9,479 百万円であります。 
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５.  担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                   25 百万円 

有価証券              354,397 百万円 

その他の資産                22 百万円 

担保資産に対応する債務 

        預金                   2,275 百万円 

        借用金                260,700 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 3,701 百万円及びその他の資産 9,000 百

万円を差し入れております。また、その他の資産には、保証金 2,317 百万円が含まれております。 

６.  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受 

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける

ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、86,253 百万円であります。

このうち契約残存期間が１年以内のものが 74,155 百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 

７.  土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の 

再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。 

再評価を行った年月日 1999 年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に

定める地価公示法の規定により公示された価格に基づいて、合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額は、当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。 

８.  有形固定資産の減価償却累計額         13,593 百万円 

９.  有形固定資産の圧縮記帳額            980 百万円 

１０.  「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対 

する当行の保証債務の額は 911 百万円であります。 

１１.  関係会社に対する金銭債権総額            544 百万円 

１２.  関係会社に対する金銭債務総額         18,217 百万円 
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１３.  銀行法第 18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にか

かわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金と

して計上しております。  

当事業年度における当該剰余金の配当は、ありません。 

１４.  銀行法施行規則第 19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は 

8.12％であります。 

 

（損益計算書関係） 

１.  関係会社との取引による収益 

    資金運用取引に係る収益総額              4 百万円 

    役務取引等に係る収益総額                4 百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る収益総額      16 百万円 

   関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額             0 百万円 

    役務取引等に係る費用総額              3 百万円 

    その他の取引に係る費用総額            412 百万円 

 

２.  関連当事者との間の取引は次のとおりであります。 

種類 会社等の 
名称 

事業の 
内容 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 

子会社 
東日本保証 

サービス(株) 
保証業 100 

当行貸出金
の債務者に

関する 
信用保証 

保証委託 
(注1) 

37,188 - - 

支払保証料 
(注2) 

3 - - 

代位弁済 
(注3) 

58 - - 

親会社 

(株）コンコル 
ディア・ 

フィナンシャル 
グループ 

経営管理
業務等 

(100) 経営管理等 

譲渡性預金 
の受入 

(注4)(注5) 
26,521 譲渡性預金 17,000 

譲渡性預金 
利息の支払 

(注5) 
0 未払費用 - 

親会社の 
子会社 

(株)横浜銀行 銀行業 - 
資金貸借 

関係 

有価証券の 
借入 

（注6） 
97,876 - - 

有価証券の 
賃借料の支払 

（注7） 
21 未払費用 8 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 取引金額は、当行貸出金の債務者に関する保証委託期末残高であります。なお、保証

料は、債務者が直接同社に支払うほか、一部の貸出金については当行より支払ってお

ります。 

（注２） 支払保証料につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

（注３） 取引金額は、当事業年度中に同社より代位弁済を受けた合計金額であります。 

（注４） 譲渡性預金の受入の取引金額は、当事業年度中の平均残高を記載しております。 

（注５） 譲渡性預金の利率は、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。 

（注６） 取引金額は、無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券の期末残高であり

ます。 

（注７） 有価証券の賃借料につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

（有価証券関係） 

１.  子会社・子法人等株式（2022 年３月 31 日現在） 

子会社・子法人等株式で時価のあるものは該当ありません。 

なお、市場価格のない子会社株式は次のとおりであります。 

 

 

 

 

２.  その他有価証券（2022 年３月 31日現在） 

 種類 
貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式 3,538 2,699 838 

債券 57,318 57,216 102 

 国債 － － － 

 地方債 19,003 18,952 51 

 社債 38,314 38,263 51 

その他 54,602 48,240 6,362 

小計 115,459 108,156 7,302 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式 22 23 △0 

債券 216,380 217,262 △881 

 国債 1,979 1,993 △14 

 地方債 106,836 107,423 △587 

 社債 107,565 107,844 △279 

その他 24,234 25,273 △1,038 

小計 240,638 242,558 △1,920 

合計 356,097 350,714 5,382 

 

 

 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 1,010 
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（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 856 

組合出資金 452 

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

31号）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

３.  当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021 年４月１日 至 2022 年３月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.  減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則時価が取得原価まで

回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評

価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。 

当事業年度において、減損処理したものはありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有

価証券の発行会社区分ごとに次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先  時価が取得原価に比べて下落 

要注意先             時価が取得原価に比べて 30％以上下落 

正常先              時価が取得原価に比べて 50％以上下落 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸

念先及び要注意先以外の債務者であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 2,244 464 271 

債券 6,919 19 - 

  国債 - - - 

  地方債 - - - 

  社債 6,919 19 - 

その他 56,283 2,182 418 

合計 65,446 2,666 690 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額                                  6,422 百万円 

有価証券償却                                                    170 百万円 

退職給付引当金                                                1,266 百万円 

繰延資産償却                            659 百万円 

その他                                                        2,670 百万円 

繰延税金資産小計                                               11,189 百万円 

評価性引当額                                                  △2,023 百万円 

繰延税金資産合計                                                9,165 百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金                    1,647 百万円 

その他                                                         32 百万円 

繰延税金負債合計                                                1,679 百万円 

繰延税金資産の純額                                             7,485 百万円 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額       643 円 73 銭 

１株当たりの当期純利益金額     47 円 63 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 



第１５６期　決 算 公 告

２０２２年６月２９日

連結貸借対照表(２０２２年３月３１日現在)

（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

390,887  預 金 1,799,363  

357,406  譲 渡 性 預 金 118,400  

1,622,224  コールマネー及び売渡手形 100,000  

1,605  借 用 金 260,700  

18,050  外 国 為 替 29  

26,566  そ の 他 負 債 9,230  

建 物 6,043  賞 与 引 当 金 489  

土 地 18,393  役 員 賞 与 引 当 金 10  

リ ー ス 資 産 0  株 式 報 酬 引 当 金 43  

建 設 仮 勘 定 5  退 職 給 付 に 係 る 負 債 27  

その他の有形固定資産 2,124  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 0  

3,295  睡眠預金払戻損失引当金 515  

ソ フ ト ウ ェ ア 3,191  偶 発 損 失 引 当 金 1,500  

その他の無形固定資産 104  再評価に係る繰延税金負債 2,554  

6,084  支 払 承 諾 1,615  

6,418  負 債 の 部 合 計 2,294,481  

1,615  （　純 資 産 の 部　）

△ 23,070  資 本 金 38,300  

資 本 剰 余 金 24,653  

利 益 剰 余 金 41,580  

株 主 資 本 合 計 104,533  

その他有価証券評価差額金 3,735  

土 地 再 評 価 差 額 金 5,668  

退職給付に係る調整累計額 2,621  

その他の包括利益累計額合計 12,024  

非 支 配 株 主 持 分 46  

純 資 産 の 部 合 計 116,604  

2,411,086  負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,411,086  

外 国 為 替

科　　　　　目

（　資　産　の　部　）

現 金 預 け 金

有 価 証 券

貸 出 金

資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

東京 都 中 央 区 日 本 橋 3 丁目 11 番 2 号

株 式 会 社 東 日 本 銀 行
代表取締役頭取 大石 慶之
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（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 　

35,432
23,363

貸 出 金 利 息 20,291
有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,730
コールローン利息及び買入手形利息 △1
預 け 金 利 息 342
そ の 他 の 受 入 利 息 0

4,555
1,064
6,449

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,627
償 却 債 権 取 立 益 14
そ の 他 の 経 常 収 益 1,807

23,649
209

預 金 利 息 183
譲 渡 性 預 金 利 息 10
コールマネー利息及び売渡手形利息 △5
そ の 他 の 支 払 利 息 21

1,201
371

20,296
1,569

そ の 他 の 経 常 費 用 1,569
11,782
29

固 定 資 産 処 分 益 29
543

固 定 資 産 処 分 損 293
減 損 損 失 250

11,268
△249
3,203

2,954
8,314
3

8,311

そ の 他 業 務 収 益

金　　　　　額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

連結損益計算書（
２０２１年４月  １日から
２０２２年３月３１日まで ）
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連 結 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等          ３社 

東日本ビジネスサービス株式会社 

東日本保証サービス株式会社 

東日本銀ジェーシービーカード株式会社 

（２）非連結の子会社及び子法人等           

該当ありません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 

（２）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 
 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日                   ３社 

 

４．のれんの償却に関する事項 

該当ありません。 
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会計方針に関する事項 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただ

し市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 
 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
 

３. 固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物   ３年～47年 
その他   ２年～20年 
連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率

法により償却しております。 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリ

ース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却することとして
おります。 

 
４. 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、

次のとおり計上しております。 
破綻先：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者 
実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者 
破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者 
要管理先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件緩

和債権）である債務者 
要注意先：貸出条件や返済履行状況に問題のある債務者、業況が低調又は不安定な債務者など、

今後の管理に注意を要する債務者 
正常先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者 

（１）破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、帳簿価額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 
（２）破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利

息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャ

ッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とす

る方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、上記以外の債務者であっ

ても、従来よりキャッシュ・フロー見積法により計上しており、経営改善計画等の期間内にあっ

て一定の要件に該当する債務者に係る債権については、引き続きキャッシュ・フロー見積法によ

り計上することとしております。 
（３）（２）以外の破綻懸念先に係る債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上してお

ります。予想損失額は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額に対して、過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに

将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 
（４）上記以外の債権のうち、要管理先については今後３年間、正常先及び要注意先については今後

１年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、債権額に対して、主として過
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去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修

正を加えて算定しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案

して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額をそれぞれ計上しております。 
 
５. 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、
当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

 
６. 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

 
７. 株式報酬引当金の計上基準 

株式報酬引当金は、当行の取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役
等に対する報酬の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上
しております。 
 

８. 役員退職慰労引当金の計上基準 
連結される子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。 
 
９. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
 

１０. 偶発損失引当金の計上基準 
偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した融資について、将来発生する

可能性がある負担金支払の見込額を計上しております。 
 

１１. 退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処

理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法

により損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

損益処理 

なお、連結される子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(追加情報) 

当行は、2021 年７月に同年 10月１日を実施日とする退職金・年金制度の改定を行っており、こ

れに伴い、退職給付債務が減少し、過去勤務費用 3,042 百万円が発生しております。 

 
１２. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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１３. 重要なヘッジ会計の方法 
（１）金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金
融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実
務指針第 24 号。以下、「業種別委員会実務指針第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによる
こととしております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、
ヘッジ対象となる貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピ
ングのうえ特定し評価することとしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別委員会実務指針第 25 号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性
評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う資金関連
スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価することと
しております。 

 
１４. 連結納税制度の適用 

当行及び一部の連結される子会社は、当連結会計年度より、株式会社コンコルディア・フィナン

シャルグループを連結納税親会社として連結納税制度を適用しております。 

 

重要な会計上の見積り 

 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連

結会計年度に係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

貸倒引当金 23,070 百万円 

貸倒引当金の金額の算出方法等は、「会計方針に関する事項」の「４．貸倒引当金の計上基準」に記

載のとおりであり、計上にあたって、以下のような主要な仮定を用いております。 

・債務者の実態評価、経営改善計画等に基づく債務者区分の判定における貸出先の将来見込み 

・過去の処分実績等に基づく不動産等担保の今後の処分可能見込額の見通し 

・予想損失額の算出に際して、過去平均値に基づく損失率に加える必要な修正において考慮する過

去実績の趨勢等に基づく将来見込み等 

これらの仮定は、将来の不確実な経済状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、仮定と実

績との間に重要な差異が生じた場合には、翌連結会計年度の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額等の金

額に重要な影響を与える可能性があります。 

また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、当面の間影響は継続するものの徐々

に収束に向かうものと仮定しております。一部の貸出先については経済活動の停滞が続くことによる

業績や資金繰りの悪化等に伴い貸倒等の損失が発生するものと見込まれますが、可能な限り詳細に最

新の情報を収集することにより、将来見込みを織り込んで債務者区分の判定を行い、貸倒引当金を算

定しております。なお、この新型コロナウイルス感染症拡大による影響についての仮定は不確実性を

有しており、個人消費の低迷や生産活動の停滞等の影響を受け貸出先の業績悪化が入手可能な直近の

情報による想定を超えた場合には、予想損失額を上回る貸倒等の損失が発生する可能性があります。 

 

追加情報 

 

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用） 

当行及び一部の連結される子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納

税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39号）第３項の取扱いにより、「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金

資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
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注記事項 

 
（連結貸借対照表関係） 
１. 無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券のうち、売却または担保という方法で自由
に処分できる権利を有する有価証券で、担保に差し入れている有価証券は 97,876 百万円でありま
す。 

 
２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又

は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第

２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている

場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額   20,594 百万円 

危険債権額                52,741 百万円 

三月以上延滞債権額               28 百万円 

貸出条件緩和債権額             12,378 百万円 

合計額                  85,742 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出

金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（令和２年１月 24 日 内閣府令第３号）が 2022 年

３月 31 日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生の

ための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

 
３．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は 9,479 百万円であります。 
 

４．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 

現金預け金                    25 百万円 
有価証券                 354,397 百万円 
その他資産                   22 百万円 
 

担保資産に対応する債務  
預金             2,275 百万円 
借用金           260,700 百万円 

上記のほか､為替決済等の取引の担保として、有価証券 3,701 百万円及びその他資産 
9,000 百万円を差し入れております。 
また、その他資産には、保証金 2,317 百万円が含まれております。 
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５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受
けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける
ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、88,239 百万円であります。
このうち契約残存期間が１年以内のものが 73,482 百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは
ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある
ときは、当行並びに連結される子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有
価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客
の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 
６．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の
土地の再評価を行い、評価差額については､当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の
部に計上しております。 
再評価を行った年月日         1999 年３月 31 日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31日公布政令第 119 号）第２条第１号に定

める地価公示法の規定により公示された価格に基づいて、合理的な調整を行って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額は、

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。 
 

７．有形固定資産の減価償却累計額  13,603 百万円 
 

８. 有形固定資産の圧縮記帳額          980 百万円 
 

９. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対
する保証債務の額は 911 百万円であります。 

      
１０. 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は 8.12％

であります。 
 
（連結損益計算書関係） 
１．「その他の経常収益」には、株式等売却益 1,631 百万円を含んでおります。 
 
２．「その他の経常費用」には、株式等売却損 539百万円を含んでおります。 
 
３．包括利益              7,695 百万円 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、銀行業務を中心に、保証業務などの金融サービスに係る事業を行っておりま

す。地域の中小企業及び個人顧客を対象とした業務を当行グループの中核事業と位置づけ、業務

の健全性と適切性を確保し、当行が地域金融機関としての使命を遂行していくことを基本方針と

しております。このため、当行では、銀行の資産と負債を総合的に管理するためのＡＬＭ委員会

において、各種のリスクテイクのあり方を検討しつつ、経営環境や市場環境の変化に対応できる

銀行全体の運用・調達構造の構築に努めております。 
 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 
当行が保有する金融資産は、主として貸出金及び有価証券であります。貸出金は、貸出先の契

約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。有価証券は、国債を中心とする

債券や上場株式等であり、主に銀行業務において運用する目的で、その他有価証券で保有してお

ります。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利リスクや価格変動リスクに晒されており

ます。 

金融負債については、主として法人預金及び個人預金であり、風評リスクの顕在化等による当

行の信用力低下により、資金の調達が困難となり損失を被る流動性リスクに晒されております。 

貸出金等の資産と預金等の負債には、金利又は期間のミスマッチが存在しており、金利の変動

リスクに晒されておりますが、一部は金利スワップ取引を行うことにより当該リスクを回避する

仕組みができております。 

外貨建の金融資産・金融負債については、為替相場の変動により損失が発生する為替リスクに

晒されております。 

デリバティブ取引については、リスクヘッジを目的に、金利関連取引の金利スワップ取引、及

び通貨関連取引の資金関連スワップ取引に取り組んでおり、金利・為替などの市場の変動により

損失が発生する市場リスク、及び取引相手方の破綻等により当初の契約どおりに取引が履行され

なくなる信用リスクに晒されております。 
 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行では、貸出の基本方針であるクレジットポリシーに基づき与信の小口分散に努めてい

るほか、個別の与信審査においては、担保・保証に過度に依存することのないようお客さまの

財務内容、経営状況、資金使途の健全性、回収確実性など定量面や定性面を総合的に判断して

おります。 

また、信用リスク管理部署であるリスク管理部は、個別与信審査を行う融資部から独立した

組織とし、債務者及び個別与信案件の信用度を客観的に分類するための「内部格付制度」や

「自己査定制度」を整備し、適切な信用リスクのコントロールと適正な償却・引当を実施して

おります。 

② 市場リスクの管理 

≪管理態勢≫ 

当行では、ＡＬＭ（Ａsset Ｌiability Ｍanagement）の一環として、金利リスク、価格

変動リスクのコントロールを実施しております。具体的には、リスク管理部署は各種リスク

リミットの遵守状況と市場取引の運用状況や損益状況について、毎日、直接経営陣に報告し

ております。 

また、毎月開催される経営会議において、市場リスクの状況について報告しております。 

≪市場リスクの計測≫ 

当行では、市場リスクについて、ＶａＲ（バリューアットリスク）やＢＰＶ（ベーシスポ

イントバリュー）を計測してリスク管理を行っております。また、ＶａＲだけでは十分に捉

えられないリスクについてはストレステストを定期的に実施し、自己資本と対比する等の

方法で補完しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、銀行間市場取引に依存せず、預金獲得やグループ間の資源を有効活用するなど、

常に安定的な資金調達に努めております。 
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≪管理態勢≫ 

当行では、資金繰り管理を適切におこなうために半期ごとに換金性の高い流動性資産を

一定水準以上確保しなければならないとする第一線準備額などを経営会議で定めておりま

す。リスク管理部では、この支払準備額が一定水準以上確保されていることを日々監視して

おります。 

流動性リスクの顕在化の兆候が察知された場合には、「資金繰り緊急態勢」に移行し、必

要な対応策について意思決定し行動に移す管理体制としております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。

また、現金預け金、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形は、短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。このほか、「連結貸借対照表

計上額」の重要性が乏しい科目については、注記を省略しております。 
（単位：百万円） 

 連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1)有価証券    

  その他有価証券  356,097 356,097 － 

(2)貸出金 1,622,224   

 貸倒引当金(＊１) △22,561   

 1,599,663 1,596,389 △3,274 

資産計 1,955,760 1,952,486 △3,274 

(1)預金 

(2)譲渡性預金 

(3)借用金 

1,799,363 

118,400 

260,700 

1,799,419 

118,400 

260,700 

  55 

－ 

－ 

負債計 2,178,463 2,178,519 55 

デリバティブ取引(＊２) 

 ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されているもの 

 

(48) 

－  

 

(48) 

－  

 

－  

－  

デリバティブ取引計 (48) (48)  －  

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。デリバティブ取引

によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品

の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

(単位：百万円) 

区 分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(＊１) (＊２)  856 

組合出資金(＊２) (＊３) 452 



株式会社 東日本銀行 
 
 (＊１)非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第19号）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊２)非上場株式について減損処理は行っておりません。また、組合出資金について、67百万円減損

処理を行っております。 

(＊３)組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第31号）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価 
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価 
  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
    時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 
 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 
  （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
有価証券     
その他有価証券     

債券     
国債 1,979 － － 1,979 
地方債 － 125,840 － 125,840 
社債 － 144,968 911 145,880 

株式 3,157 403 － 3,561 
その他（＊１） － 11,847 － 11,847 

資産計 5,136 283,060 911 289,107 
デリバティブ取引（＊２）     
金利関連 － － － － 
通貨関連 － △48 － △48 
株式関連 － － － － 
債券関連 － － － － 
その他 － － － － 

デリバティブ取引計 － △48 － △48 
（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号）第 26 項に従い、

経過措置を適用した投資信託については、上記表には含めておりません。連結貸借対照表におけ

る当該投資信託の金額は、66,989 百万円であります。 
（＊２）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。デリバティブ取引

によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、△で表示しております。 
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（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

貸出金 － － 1,596,389 1,596,389 

資産計 － － 1,596,389 1,596,389 

預金 － 1,799,419 － 1,799,419 

譲渡性預金 － 118,400 － 118,400 

借用金 － 260,700 － 260,700 

負債計 － 2,178,519 － 2,178,519 
 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
有価証券 

   株式は、取引所の価格によっており、市場の活発性に基づき、主にレベル１の時価に分類してお

ります。債券は、日本証券業協会公表の売買参考統計値又は取引金融機関から提示された価格等に

よっており、地方債及び社債（私募債を除く）は主にレベル２の時価に分類しております。 
   私募債は、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リ

スク・プレミアム等を加算した割引率で割り引いて算定しており、レベル３の時価に分類しており

ます。 
   投資信託は、公表されている基準価格等によっており、「時価の算定に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 31 号）第 26 項に従い経過措置を適用し、レベルを付しておりませ

ん。 
 
貸出金 

   貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。固定金利によるものは、主として、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利

子率に内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミアム等を加算した割引率で割り引いて時価を

算定しております。また、約定期間等が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 
   破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの

現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は連結

決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似し

ていることから、当該価額を時価としております。 
  貸出金については、レベル３の時価に分類しております。 

 
預金及び譲渡性預金 

     要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。また、定期預金及び譲渡性預金については、商品別、残存期間別にグルーピングした将来

キャッシュ・フローを市場金利で割り引いた割引現在価値により、時価を算定しております。なお、

預入期間等が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 
  預金及び譲渡性預金については、レベル２の時価に分類しております。 

 
借用金 

   借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結される

子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、将来のキャッシュ・フ
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ローを、当該借用金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値を時価として

おります。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 
  借用金については、レベル２の時価に分類しております。 

 
デリバティブ取引 

   デリバティブ取引については、店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の

種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法等の評価技法を利用して時価を算定しております。

それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート等であります。観察できない

インプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、為替

予約取引等が含まれます。 
 

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 
（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

区分 評価技法 重要な観察できない 
インプット 

インプットの範囲 インプットの 
加重平均 

有価証券      

その他有価証券         

私募債 割引現在価値法 
倒産確率 0.6％－6.5％ 1.9％ 

倒産時の損失率 20.0％－80.0％ 23.2％ 
 

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 
 （単位：百万円） 

  期首残高 

当期の損益又は 
その他の包括利益 

購入、売

却、発行及

び決済の純

額 

レベル３

の時価へ

の振替 

レベル３

の時価か

らの振替 
期末残高 

当期の損

益に計上

した額の

うち連結

貸借対照

表日にお

いて保有

する金融

資産及び

金融負債

の評価損

益 

損益に 
計上 

その他の 
包括利益 
に計上 
（＊１） 

有価証券         

その他有価証券         

 社債 291 － 0 619 － － 911 － 

資産計 291 － 0 619 － － 911 － 

デリバティブ取引 － － － － － － － － 

デリバティブ取引計 － － － － － － － － 

（＊１）「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 
 

（３）時価の評価プロセスの説明 
当行グループは、リスク管理部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定めるとともに、

算定された時価の適切性を検証しております。時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性

及びリスクを反映できる適切な評価モデルを用いております。第三者から入手した相場価格を利用

する場合においては、利用されている評価技法及びインプットの確認や自行推定値との比較等の適

切な方法により価格の妥当性を検証しております。 
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（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 
倒産確率 
倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示す推定値であります。倒産確率の大幅な上昇（低

下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。 
 
     倒産時の損失率 
    倒産時の損失率は、倒産時において発生が見込まれる損失の債券又は貸出金の残高合計に占め

る割合を示す推定値であります。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上

昇）を生じさせます。 
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(有価証券関係) 

 

１．その他有価証券(2022年３月31日現在) 

 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 3,538 2,699 838 

債券 57,318 57,216 102 

国債 － － － 

地方債 19,003 18,952 51 

社債 38,314 38,263 51 

その他 54,602 48,240 6,362 

小計 115,459 108,156 7,302 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 22 23 △0 

債券 216,380 217,262 △881 

国債 1,979 1,993 △14 

地方債 106,836 107,423 △587 

社債 107,565 107,844 △279 

その他 24,234 25,273 △1,038 

小計 240,638 242,558 △1,920 

合計 356,097 350,714 5,382 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 

 

 
売却額 

 (百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 2,244 464 271 

債券 6,919 19 － 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

社債 6,919 19 － 

その他 56,283 2,182 418 

合計 65,446 2,666 690 
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３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則時価が取得原価まで回復する

見込みがないものとみなして、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を

当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。 

当連結会計年度において、減損処理したものはありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証

券の発行会社区分ごとに次のとおり定めております。 

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先  時価が取得原価に比べて下落 

  要注意先             時価が取得原価に比べて 30％以上下落 

    正常先              時価が取得原価に比べて 50％以上下落 

  なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

及び要注意先以外の債務者であります。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額                            659円00銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額   46円99銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 
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